
 

 
 

 整備形態間の比較分析については、表-1で示した

指標のうち、代表的な指標である危険感、車道順走

率、自転車関連事故件数の比較結果を示す。 

 危険感の比較結果については、被験者による5段階

評価を点数化（点数が低いほど危険）し、路線・整

備形態毎の平均点を比較に用いており、全路線で危

険感が低いものから、自転車専用通行帯、車道混在、

整備なしの順となっている（図-2）。 

 

図-2 路線・整備形態別の危険感 

 車道順走率（総自転車通行台数に対する車道もし

くは自転車通行空間を順走する割合）については、

一部の路線で整備形態間の指標の大小関係に逆転が

生じている（図-3）。指標の大小関係に逆転が生じ

ている路線の実走行時に撮影したビデオ映像で、路

上駐車を避け歩道を走行する状況が確認されたこと

から、路上駐車の有無が指標に影響している可能性

が考えられる。 

 

 

図-3 路線・整備形態別の車道順走率 

 

自転車関連事故件数の比較結果については、路線、

整備形態毎で指標のばらつきが大きい（図-4）。 

これは、自転車事故の発生件数が少ないことが要因

と考えられる。また、評価の対象年次が自転車通行

空間の整備後、一定程度の期間が経過していないと、

適切に評価されない恐れがある。 

 

図-4 路線・整備形態別の自転車関連事故件数 

 

また、指標間の相関分析の結果を表-2に示す。 

危険感、快適性や危険と感じた回数、挙動変化（よ

ろめきやふらつき）回数、車道順走率との間には「強

い～やや強い相関関係」が確認され、自転車の通行

に関する安全性を表現する想定通りの結果が得られ

た。 

以上より、危険性、快適性、危険と感じた回数、

挙動変化回数、車道順走率については、自転車の通

行に関する安全性を評価する指標としては妥当であ

る可能性が高いことが示唆された。 

なお、自転車事故件数とは各指標とも必ずしも高

い相関が示されなかったが、前述の通り自転車事故

の発生件数が少ないことに起因していると考えられ

る。 

表-2 指標間の相関分析 

 

 

 

 

 

 

４．おわりに 

 本稿では、自転車通行空間の整備効果の見える化

にあたっての取り組みについて紹介した。 

自転車通行空間の整備効果を明確化し、関係者間

で共有することにより、自転車通行空間の整備促進

につながることを期待したい。 

☞詳細情報はこちら 

1) 第66回土木計画学研究・講演集（29-01） 

現地走行及び調査を通じた自転車通行空間の通行安

全性把握手法の検討 
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危険感 快適性
危険と感
じた回数

挙動変化
回数

車道
順走率

自転車
事故件数

危険感 － 0.966 -0.743 -0.659 0.447 -0.117

快適性 － － -0.592 -0.646 0.492 -0.313

危険と感じた回数 － － － 0.628 -0.128 -0.302

挙動変化回数 － － － － -0.538 -0.026

車道順走率 － － － － － -0.040

自転車事故件数 － － － － － －
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円滑な合意形成の進め方 
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（キーワード） 無電柱化、合意形成、事業のスピードアップ  

 

１．はじめに 

国土交通省では、2021年 5月に、無電柱化の推進

に関する法律第 7条の規定に基づき、新しい「無電

柱化推進計画」1)を策定し、無電柱化を推進している。 

これを踏まえ、国総研では、無電柱化事業に携わ

った経験がない又は豊富ではない地方公共団体の担

当者向けに、無電柱化事業の基礎知識や関係者協議

に関する事項等を解説する「無電柱化事業における

合意形成の進め方ガイド(案)」（以下、「本ガイド」

という。）を作成し、2022年 4月に公表した。 

 

２．本ガイド作成の背景・目的 

無電柱化事業の実施にあたっては、道路管理者や

電線管理者等の事業者間の合意形成だけでなく、沿

道の住民、店舗や企業等との合意形成も不可欠であ

る。なぜならば、電線類の地中化や軒下配線、裏配

線を実施する際には、沿道の住宅や店舗等への電力

線や通信線の引込設備を移設する必要があるほか、

無電柱化に伴い新たに歩道等に設置される地上機器、

連系設備の計画や施工スケジュールについて、沿道

住民等の理解を得る必要があるからである。 

このように、無電柱化事業においては多くの関係

者との多様な調整事項があり、道路だけでなく電力・

通信技術に関する知識も必要とされ、無電柱化事業

に携わった経験が少ない実務担当者には難易度が高

い事業である。また、2020年に全国の地方公共団体

に行ったアンケート調査によれば、「過去 5年間に

無電柱化事業の実施経験がない」団体が約 8割を占

めている。このため、無電柱化事業の段階毎に行う

べき調整事項や合意形成における留意事項を実務担

当者が理解するための分かりやすい資料を作成する

ことが望まれていた。 

 

３．本ガイドの概要 

 本ガイドは、基礎編と本編に分かれている（図-1）。 

 

図-1 本ガイドの構成 

(1) 基礎編 

基礎編では、事業を実施する上で必要となる知識

が得られるように、無電柱化に係る土木、電力及び

通信の技術や無電柱化事業の進め方等について解説

している。 

 

 (2)本編 

本編では、無電柱化事業における関係者との多様
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な調整事項や円滑な合意形成のための留意事項を解

説している。例えば、関係者との調整事項について

は、事業全体や各事業段階（路線選定段階、設計段

階、施工段階）の基本的な流れを図-2のように示す

ことで、実施すべき業務や関係者間の調整内容を俯

瞰できるようにした。 

 

図-2 路線選定段階の基本的な流れのイメージ 

 

①路線選定段階における合意形成 

路線選定段階の合意形成の意義、地方公共団体の

無電柱化推進計画を策定する際のポイント、無電柱

化の事業化時に検討すべきこと等について記載して

いる。地方公共団体の無電柱化推進計画を策定する

際のポイントとしては、国の無電柱化推進計画や都

市計画マスタープラン等の上位計画や関連計画を踏

まえ無電柱化方針を検討すること、無電柱化方針を

根拠として無電柱化の候補路線を選定していくこと

等を挙げ、これらに関する留意事項を解説している。

無電柱化の事業化時に検討すべきことには、裏配線・

軒下配線の採用や既存ストックの活用等の低コスト

手法の採用可能性の検討等がある。裏配線・軒下配

線を採用する場合は、住民合意が不可欠になること

を検討時の留意事項として解説している。 

 

②設計段階における合意形成 

設計段階の各実務における合意形成のポイントを

記載している。特に、設計段階で調整すべき内容が

多岐にわたる地上機器の設置、既存ストック活用に

ついては、詳しい内容を記載している。地上機器の

設置については、歩道上の交通の安全性や円滑な交

通に配慮が必要な場合の工夫等を解説している他、

良好な景観形成を目的とした無電柱化においては、

図-3のような周囲の景観等に配慮したデザインの工

夫を検討するといった留意事項を解説している。 

 
図-3 周囲の景観等に配慮したデザインの工夫 

 

③施工段階における合意形成 

工事前の住民説明の方法、施工計画の検討事項等

について記載している。工事前の住民説明について、

道路管理者や電線管理者が連携して無電柱化に係る

工事の全体像を説明することが望ましいといった留

意事項を解説している。 

 

４．おわりに 

本ガイドは、国総研HP2)において公開しているの

でダウンロードしていただき、広く活用いただける

と幸いである。また、本ガイドは今後も継続して事

例の収集や調査を重ね、内容を更新・充実させてい

く予定である。 

なお、本ガイドの作成にあたり、学識経験者と関

係事業者からなるワーキンググループ(WG)において、

記載内容についてご意見やご助言をいただいている。

WGの委員各位に厚く御礼申し上げたい。 

☞詳細情報はこちら 

1） 国土交通省：無電柱化推進計画 

https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicy

uka/pdf/21-05.pdf 

2）無電柱化事業における合意形成の進め方ガイド

(案)  

http://www.nilim.go.jp/lab/dcg/kadai6-

mudenchu-guide.html 
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